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５５．．令令和和７７年年度度予予算算  

 (単位：千円)

６６．．令令和和７７年年度度入入館館者者見見込込みみ

３，２００人 

収収  入入  のの  部部  支支  出出  のの  部部  

科科  目目  金金  額額  科科  目目  金金  額額  

事業収入 9,500 事業支出 2,300

  抄紙 5,000  抄紙 800

  展示室 3,500  展示室 1,500

  体験実習 1,000 管理費 16,641

受託料 7,941

 雑収入 1,500

合 計 18,941 合 計 18,941

一一般般財財団団法法人人鳥鳥取取市市農農業業公公社社  経経営営状状況況報報告告書書  

１１．．法法人人のの概概要要  

（１）名     称  一般財団法人鳥取市農業公社 

（２）目     的  農家の高齢化や後継者不足等に対応するため、農作業の受委託、農地

の保全管理、担い手の育成、特産加工品の開発普及、都市との交流、農

村文化の伝承事業等を行うことにより、地域農業の振興と農村地域の

発展に寄与することを目的とする。 

（３）移行認可年月日  平成２５年３月２８日 

            （財団法人鳥取市ふるさと農業公社設立許可年月日 

 平成８年３月２９日） 

（４）移行登記年月日  平成２５年４月１日 

            （財団法人鳥取市ふるさと農業公社設立登記年月日 

 平成８年４月５日） 

（５）基 本 財 産  金３０,０００,０００円（うち鳥取市出捐金２０,０００,０００円） 

（６）役     員  評 議 員：７名  理 事：７名  監 事：２名 

理 事 長 平 木 一 義 

            常務理事 山 本 茂 樹 

（７）事  務  所  鳥取市湖山町東五丁目２２８番地 

２２．．令令和和６６年年度度事事業業実実施施状状況況  

令和６年度は、農家の高齢化や後継者不足に対応するため、農作業の受委託、農地の保全管理、

地域の特産品となる農産物の生産販売を行うことにより、地域農業の振興と農村地域の発展に努

めました。 

農地中間管理事業について、鳥取県農業農村担い手育成機構からの委託業務を行いました。 

鳥取市新規就農舎技術習得支援施設「とっとりふるさと就農舎」の委託管理を行い、新規就農

者の育成及び農業体験ほ場の栽培管理を行いました。 

小学生以上を対象に農業体験を通して農業への興味、関心を深めるための活動として、農業教

室「ふるさとアグリスクール」を開講しました。 

農業体験として、５月梨小袋かけ体験３人、６月梨大袋かけ体験１６人、７月ペルルメロン収

穫体験３３人、８月梨収穫体験４２人、９月ぶどう収穫体験３９人、１０月稲刈り体験２４人、

１１月生姜収穫体験１０人、１２月白ねぎ収穫体験２５人を行い、延べ１９２人の体験者があり

ました。 

スマート農業に努め、ドローンによる水稲防除を行いました。 

また、公共施設等の除草、鳥取市道他の除雪事業を行いました。 
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科　　　目 科　　　目 金　　額

１　公益会計事業費 30,901,561 １　財産運用益 5,220

　　　人 件 費 15,484,655 　　　基本財産運用益 510

　　　原材料費 8,300 　　　特定資産運用益 4,710

　　　委 託 料 230,800

　　　その他経費 15,177,806 ２　公益会計収益 39,066,979

　　　販売収入 11,384,175

２　管 理 費 8,766,112 　　　作 業 料 3,971,881

　　　人 件 費 5,924,605 　　　利 用 料 842,215

　　　経    費 2,841,507 　　　受 託 料 10,639,002

　　　補 助 金 10,812,100

３　経常外費用 0 　　　指定管理料 0

　　　機械等整備積立金 0 　　　助 成 金 1,417,606

修繕引当金繰入 0

　　　固定資産処分損 0 ３　雑収益 194,659

　　　前期修正損 0 　　　雑 収 益 194,659

　　　雑損失 0

４　収益会計費用 10,615,600 ４　収益会計収入 12,616,571

　　　人 件 費 4,888,602 　　　利 用 料 2,200

　　　原材料費 0 　　　受 託 料 12,614,371

　　　委 託 料 0 　　  補 助 金 0

　　　その他経費 5,726,998 　　  雑 収 益 0

　　  指定管理料 0

５　経常外収益 583,500

　　　固定資産売却益 0

　　　前期修正益 583,500

　　  雑 収 益 0

費  用  合  計 50,283,273 収  益  合  計 52,466,929

当期一般正味財産増加額 2,183,656

一般正味財産　期首残高 23,204,767

一般正味財産　期末残高 25,388,423

指定正味財産　期末残高 30,000,000

正味財産　期末残高 55,388,423

３３．．令令和和６６年年度度決決算算

（１）正味財産増減(収益)計算書  （令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（単位：円）

費　　　　　用 収　　　　　益

金　　額 科　　　目 科　　　目

１　流動資産 27,726,398 １　流動負債 8,040,775

　　(１)現金及び預金 17,490,844 　　(１)未払金 5,725,907

　　(２)売掛金 380,502 　　(２)預り金 123,968

　　(３)未収金 9,555,073 　　(３)未払法人税等 747,300

　　(４)貯蔵品 111,540 　　(４)未払消費税等 1,443,600

　　(５)前払金 11,000

　　(６)前払費用 2,101

　　(７)仮払金 175,338

２　固定資産 46,731,829 ２　固定負債 11,029,029

　　(１)基本財産 30,000,000 　　(１)修繕引当金 2,000,000

　　　　　定期預金 30,000,000 　　(２)機械等整備積立 7,000,000

　　(２)特定資産 10,848,495 　　(３)長期借入金 2,029,029

          減価償却引当預金 10,848,495

　　(３)その他の固定資産 5,883,334 ３　正味財産 55,388,423

　　　　　建物付属設備 0 　　(１)指定正味財産 30,000,000

　　　　　車両運搬具 5,358,424 　　（うち基本財産充当額） 30,000,000

　　　　　構　築　物 457,219 　　(２)一般正味財産 25,388,423

          什 器 備 品 0 　　（内特定資産充当額） 10,848,495

          投資有価証券 30,000

          長期前払費用 37,691

合　　　計 74,458,227 合　　計 74,458,227

（３）財産目録　・・・　（２）貸借対照表　資産の部及び負債の部と同一につき省略

（２）貸借対照表　（令和７年３月３１日現在）

（単位：円）

金　　額金　　額

資　産　の　部 負　債　の　部
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科　　　目 科　　　目

１　流動資産 27,726,398 １　流動負債 8,040,775

　　(１)現金及び預金 17,490,844 　　(１)未払金 5,725,907

　　(２)売掛金 380,502 　　(２)預り金 123,968

　　(３)未収金 9,555,073 　　(３)未払法人税等 747,300

　　(４)貯蔵品 111,540 　　(４)未払消費税等 1,443,600

　　(５)前払金 11,000

　　(６)前払費用 2,101

　　(７)仮払金 175,338

２　固定資産 46,731,829 ２　固定負債 11,029,029

　　(１)基本財産 30,000,000 　　(１)修繕引当金 2,000,000

　　　　　定期預金 30,000,000 　　(２)機械等整備積立 7,000,000

　　(２)特定資産 10,848,495 　　(３)長期借入金 2,029,029

          減価償却引当預金 10,848,495

　　(３)その他の固定資産 5,883,334 ３　正味財産 55,388,423

　　　　　建物付属設備 0 　　(１)指定正味財産 30,000,000

　　　　　車両運搬具 5,358,424 　　（うち基本財産充当額） 30,000,000

　　　　　構　築　物 457,219 　　(２)一般正味財産 25,388,423

          什 器 備 品 0 　　（内特定資産充当額） 10,848,495

          投資有価証券 30,000

          長期前払費用 37,691

合　　　計 74,458,227 合　　計 74,458,227

（３）財産目録　・・・　（２）貸借対照表　資産の部及び負債の部と同一につき省略

（２）貸借対照表　（令和７年３月３１日現在）

（単位：円）

金　　額金　　額

資　産　の　部 負　債　の　部
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科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

１　公益会計費用 29,263 １　財産運用益 1

　　　人 件 費 15,527 　　　基本財産運用益 1

　　　委 託 料 209 　　　特定資産運用益 0

　　　農地賃借料 165 ２　公益会計収益 34,738

　　　その他経費 13,362 　　　農地賃貸料 165

　　　販売収入 8,040

　　　作 業 料 3,860

　　　利 用 料 310

２　管 理 費 7,679 　　　手 数 料 18

　　　人 件 費 5,479 　　　受 託 料 11,744

　　　経    費 2,200 　　　補 助 金 10,601

　　　指定管理料 0

３　予 備 費 0 ３　雑 収 益 62

　　　予 備 費 0 　　　雑 収 益 62

４　収益会計費用 8,775 ４　収益会計収入 10,968

　　　人 件 費 3,773 　　　利 用 料 0

　　　委 託 料 0 　　　受 託 料 10,966

　　　その他経費 5,002 　　　補 助 金 0

　　　雑 収 益 2

　　　指定管理料 0

費  用  合  計 45,717 収  益  合  計 45,769

当期一般正味財産増加額 52

４４．．令令和和７７年年度度計計画画

（１）事業計画

費　　　　　用 収　　　　　益

（２）一般会計予算書　（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位：千円）

　農家の高齢化や後継者不足に対応するため、農作業の受委託、農地の保全管理、担い手

の育成を行い、地域の特産品となる農産物の開発及び普及、生産販売を行うことにより、

地域農業の振興と農村地域の発展に寄与します。

　農地中間管理事業について、鳥取県農業農村担い手育成機構からの委託業務を行いま

す。

　鳥取市からの委託管理施設である「鳥取市新規就農者技術習得支援施設」の事業運営に

あたっては、関係機関と連携し、研修生の確保に努めるとともに、農業教室「ふるさとア

グリスクール」の事業委託に取り組みます。

　また、公社運営につきまして、事業の効率化を図り、財務の改善に努め公社運営に取り

組みます。

株株式式会会社社ふふるるささとと鹿鹿野野  経経営営状状況況報報告告書書

１１．．法法人人概概要要

（１）名 称  株式会社ふるさと鹿野

（２）目 的  行政とともに推進していく第三セクターの民間組織として、温泉宿泊

施設、特産品の製造、販売や飲食サービスの提供といった収益性の事

業と、まちづくりや体験交流といった公益性の高い事業の取組による

連関効果を図り、公民連携の企業経営を展開して、鹿野地域の活性化、

雇用創出等の役割を担う拠点機能をめざしている。

（３）設立許可年月日  平成１６年 ８月１７日

（４）設立登記年月日  平成１６年１０月 ５日

（５）資 本 金  金３５,０００,０００円（うち鳥取市１７,５５０,０００円）

（６）役 員 構 成  取締役７名  監査役２名

            代表取締役社長 長尾 裕昭  

（７）事務所所在地  鳥取市鹿野町今市９７２番地１

２２．．令令和和６６年年度度事事業業実実施施状状況況

  核となる施設山紫苑は、宿泊休憩の利用者は前年度を上回ったものの目標には届かなかった。

売上も前年度を 7,460 千円上回ったが、それに伴う経費も増加し収支は多少改善されたものの

▲11,397千円となった。年間を通し調理師不足の影響が大きく課題の一つとなっており、早期

解決が必要な状況となっている。 

温泉館は、元旦に発生した物損事故による修繕のため、２週間休業することとなったが、低

料金とサウナ人気で利用者は増加傾向にあり最終利益を確保することができた。

そば道場は薬味のワサビを鹿野に所縁のある生姜にかえ、新商品として「鹿野菅笠そば」を

開発し、マスメディアにも取り上げられ話題を提供した。利用者の食事利用は前年度より増加

したが体験はスタッフ不足による制限もあり減少してしまった。売り上げは値上げや「鳥取ね

んりんピック」への手土産提供などにより増加し、今年度も黒字を計上することができた。

一方、おもしろ市場は今年度７月、直販からふるさと鹿野主導による買取り方式に変更した

が、出荷者の高齢化により思うほど野菜類が集まらず商品不足に陥り、前年度より赤字は大幅

に増加してしまった。そば処も労働力不足によって、通常営業が出来なかったこともあり、昨

年に引き続き赤字計上となった。

加工所部門はとち餅など餅類を限定して製造し、製造委託している鹿野そばやそばつゆとと

もに販売していったが、年末にそばの売り上げを見越して大量に仕入れたが在庫で残ってしま

い低価格で販売したことや、そば茶開発のための経費がかさみ赤字を計上する結果となった。

切花部門は仕入れ価格の上昇と需要の減少により普段の月はマイナスになっているが、需要

の多い彼岸、盆、正月の利益で最終利益を確保することができた。

農業部門は米価の高騰により野菜類の売り上げ減少分以上の収入となり、国からの交付金は

支給基準の見直しの話もあったが、最終的に計画通りの支給があり収支は前年度より大幅に増




